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茨城県の原子力行政の概要

【原子力安全対策】

1 原子力施設等の安全確保

－原子力安全協定及び通報連
絡協定等の的確な運用－

2 環境放射線の監視
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【施策の基本となる協定等】 【施策の審議機関等】
茨城県原子力審議会
（原子力施策の基本方針等 審議・
答申）

・安全協定
・通報連絡協定
・使用済燃料輸送協定

茨城県環境放射線監視

茨城県原子力安全対策
委員会
（原子力施設の安全対策等の技術的，
専門的な調査検討）
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－計画的な監視と緊急時等
における監視体制の強化－

4 原子力広報
－原子力に係る知識普及の

広報活動の展開－

3 原子力防災
－地域防災計画に基づく防災

体制の整備と情報ネット
ワークの整備－

域
住
民
の
安
全
を
確
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す
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た
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茨城県東海地区環境放射線
監視委員会
（監視計画の決定、監視結果の

評価・公表）
1.企画部会 2.調査部会 3.評価部会

茨城県防災会議
（地域防災計画の審議、決定）
1. 茨城県地域防災計画改定委員会※

①地震・津波対策検討部会
②原子力災害対策検討部会

茨城県地域防災計画
(震災対策計画編)
(原子力災害対策計画編)

茨城県環境放射線監視
計画

※地域防災計画の改訂に向け，専門的見地から
防災対策に係る助言を行なう （H23．8 ～）



原子力安全協定とは

安全協定（原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する
協定書）とは、自治体と事業者の法律に基づかない協定

【背景】原子炉施設の安全確保、地域の生活環境の保全等は、法体
系上、国が一元的に所轄しており、地元自治体が関与でき
る後ろ盾がなかった。

昭和４０年代半ばから、自治体の関与についての要望が出た
ため、国は「協定」の締結を指導
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原子力の研究開発及び利用に供する施設周辺の安全を確
保し、もって住民の健康を保護するとともに地域の生活
環境を保全する（安全協定書のまえがきとして明記）

ため、国は 協定」の締結を指導

【活動】県、関係市町村は、安全協定に基づき、 書類確認、現地立
入り調査等により事業活動の把握、施設の新増設等計画、
核物質輸送等に関する安全確認を行っている。

目的



月 日 内 容 経 緯

S49.12 原子力施設周辺の安全確保及び
環境保全に関する協定書締結
（原子力安全協定）

H 9. 8 原子力事業所に係る隣々接市町
村域の安全確保のための通報連
絡等に関する協定締結
（通報連絡協定）

旧動燃アスファルト固化処理施設

火災・爆発事故反映(H9.3)

H12 9 安全協定等の範囲拡大 JCO臨界事故反映(H11 9)

安全協定締結等の主な経緯

自治体の関与について協定締結
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H12. 9 安全協定等の範囲拡大

・半径10km圏内の市町村と

通報連絡協定の締結

JCO臨界事故反映(H11.9)

H１６．４

Ｈ１９．１２
通報連絡・報告基準の見直し等

・報告事項の明確化（事故・故

障以外含む）

・自治体判断の要求規定追加

東電不正問題を踏まえた規則改正反映

連絡・報告漏れ事案の反映

・ＥＣＣＳ機器自動起動の未報告等

・想定外の制御棒引き抜け事象

現在、東北地方太平洋沖地震、１Ｆの事故を踏まえ、所在地懇談会及び県央懇話会は、安協締結自治体の範囲
や権限の拡大等の見直しを原電に要請（Ｈ２４．７）。



原子力安全協定、運営要項改正の理由

安全協定改正の主な理由
１．国内外の事故を踏まえた内容充実：５回

（Ｓ５５．４、Ｓ６１．４、Ｈ１０．３、Ｈ１２．９、Ｈ１９，１２）
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２．法律改正を踏まえた改正：６回

（Ｈ２．４、Ｈ４．１１、Ｈ１６．４、Ｈ１７．７、Ｈ１７．１２、
Ｈ１８．１０、Ｈ２６．３）

３．その他（実績反映、文書効率化等）：４回

（Ｈ６．４、Ｈ６．１１、Ｈ７．４、Ｈ１１．７）



現在の原子力安全協定等の締結範囲

県及び
所在市町村

茨城県
東海村

隣接市町村

日立市
常陸太田市

安全協定
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隣接市町村
常陸太田市
ひたちなか市
那珂市

通報連絡協定 隣々接市町村

水戸市
常陸大宮市
大洗町
城里町

現在、協定内容の見直しと協定範囲（所在地域／県央地域等）の拡大が議論されている。

また、隣接県として栃木県とは事故時の通報連絡に関する確認書を締結。



原子力安全協定の内容 [1/９]

・甲（県）、乙（東海村）、丙（隣接市）及び丁（原電）は安全確
保が全てに優先し、協定を誠実に履行する

・丁は原子力施設周辺の安全確保の責務を有し、関係諸法令の遵守
及び自己施設の運転等に万全の措置を講ずる

◆安全確保の責務（第１条）

◆放射性廃棄物の放出管理（第２条）
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・丁は濃度及び量は出来る限り低く、法令の限度以下で別に目標値
を定め、運転等を行う

・丁は濃度及び量を低減するため、必要な技術開発等適切な措置を
積極的に講ずる

◆核燃料物質等の保管管理（第３条）
・丁は法令等の定め以外に、更に安全確保に必要な措置を講ずる
・丁は放射性固体廃棄物の発生量の低減及び減容に努める



原子力安全協定の内容 [2/９]

・丁は公害を防止するための必要な措置を講ずる
・丁は地域の生活環境を保全するため敷地内の緑化等必要な措置を

講ずる

◆公害の防止及び環境保全（第４条）

◆新増設に対する事前了解（第５条）
・丁は原子力施設及び関連する施設を新設、増設、変更等する際は、
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事前に甲・乙の了解を得る⇒【様式１－１，２：新増設等計画】
（軽微なものは事務 連絡文書）

・甲は上記の場合必要があると認める時は、丙の意見を求める

◆廃止措置計画（第５条の２）
・丁は廃止措置に関する計画、計画の変更について、甲・乙の同意

を得る⇒【様式１－３～５：廃止措置計画書、計画書（変更）】
・丁は上記同意を得たときは、速やかに丙に計画内容を報告する



原子力安全協定の内容 [3/９]

・丁は放射性廃棄物の放出状況等について監視体制の充実強化を図
り、積極的に監視測定を行い結果を記録する

◆監視体制の強化（第６条）

◆委託企業等の指導（第７条）
・丁は委託先の安全管理上の教育訓練を徹底し、指導監督を十分に

行い受託者に起因して安全が損なわれないようにする
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◆防災対策（第８条）
・丁は防災体制の充実強化を図り、地域の原子力防災対策に積極的

に協力する（計画の策定又は修正、連絡体制の整備、訓練等）

・丁は災害を防止するため緊急時は運転停止等必要な措置を講ずる

◆自主規制（第９条）



原子力安全協定の内容 [4/９]

◆安全上の措置（第１０条）
甲・乙は以下の１、２に該当するときは丁に運転等の停止、改善
措置を求めることができる（丙は甲・乙に要請できる）

1.立入調査の結果、特別の措置を講ずる必要があると認められ
る時⇒【様式２：措置要求書】

2.丁の事業活動で災害を防止するため緊急の必要があるとき
３.丁は誠意をもって必要な措置を講じ、その内容を甲・乙に

報告する（甲は丙に対しその内容を通知する）
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報告する（甲は丙に対しその内容を通知する）
⇒【様式３：措置結果報告書】

４.丁は1.の措置後の運転等を再開するにあたり、事前に甲・乙
と協議する

・丁は地域住民に損害を与えたら誠意をもって補償する
・丁は発生原因で争いが生じた場合には甲、乙及び損害に関

係ある丙の共同調査の結果を尊重して解決するよう努める

◆損害の補償（第１１条）



原子力安全協定の内容 [5/９]

◆立入調査等（第１２条）
・甲・乙は安全を確保するために必要とみなされる時は、職員等を

丁の事業所に立ち入らせ、調査することができる
・丙は事前に甲・乙に連絡の上、立ち入ることが出来る

◆立入調査の同行（第１３条）
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・乙・丙は立入調査に際し、指名する住民を立入調査に同行させる
ことが出来る

◆保安関係の規程の遵守（第１４条）
・立入調査者、同行者は安全確保のため、丁の保安関係の規程に

従う



原子力安全協定の内容 [6/９]

◆定期的な報告等（第１５条）

・丁は甲・乙・丙に定期的に必要な報告を行うこと

年度報告
(年度当初)

・年間主要事業計画(新増設・廃止措置計画含む)

⇒【様式４：年間事業計画書】

・放射線業務従事者に対する教育訓練の実施計画

⇒【様式５：教育訓練計画書】

・放射線業務従事者の放射線被ばく状況

⇒【様式６ 放射線被ばく状況報告書】
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四半期報告

⇒【様式６：放射線被ばく状況報告書】

・原子力施設の運転等の状況(廃止措置状況含む)

⇒【様式７－１、２：運転状況報告書】

・核燃料輸送物及び放射性輸送物等の輸送状況

⇒【様式８：核燃料輸送物等輸送状況報告書】

・放射線業務従事者に対する教育訓練の実施状況



原子力安全協定の内容 [7/９]
◆随時の報告（第１６条）

丁は甲・乙・丙にその都度、速やかに報告を行うこと

(1)核燃料及び放射性輸送物の輸送の計画、変更時⇒【様式１０】

(2)安全管理に関する基本規定の策定又は改廃したとき

(保安規定の施行時、障害予防規程の届出時⇒【様式１１】)

(3)新増設等工事を完了したとき⇒【様式１２】

(4)施設の軽微な変更を行うとき

12

(4)施設の軽微な変更を行うとき

(新増設以外の原子炉施設設置変更許可申請時⇒【様式１３】)

(5)定期検査を実施しようとするとき及び実施したとき

(定期検査開始前、総合負荷性能検査終了後⇒【様式１４】)

(6)報道機関に対し、特別に広報又は公表するとき⇒【様式１５】

(7)定期的評価を、国に報告したとき(高経年化)⇒【様式１６】

(8)原子力施設を廃止したとき（廃止措置の終了時）⇒【様式１７】

(9)その他必要な事項



原子力安全協定の内容 [8/９]
◆事故・故障等の連絡等（第１７条）
1.丁は以下の事故・故障等が発生したときは、甲・乙・丙に直ちに連絡

するとともに状況、原因、措置、環境への影響等について速やかに
報告する⇒【様式１８】

(1)放射性物質等が異常に漏えいしたとき
(2)放射線業務従事者等について別に定める線量を超えた被ばく、又は超え

るおそれのある被ばくがあったとき
(3)施設の重大な故障があったとき
(4)事業所敷地内で火災があったとき
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(4)事業所敷地内で火災があったとき
(5)核燃料、放射性輸送物等の輸送中に事故があったとき
(6)核燃料、核原料物質、ＲＩの盗取又は所在不明が生じたとき
(7)人の障害（放射線障害以外の障害であって軽微なものを除く）が発生、

又は発生するおそれのあるとき
(8)前各号に掲げる事故・故障等に相当する事態があったとき

2.丁は、上記以外の場合であっても、連絡及び報告の必要があると判断
したときは、直ちに連絡し、速やかに報告する（例：CRDフラン
ジからの漏水等）

3.甲・乙・丙は、必要があると認めたときは、丁に対し、その事項につ
いて連絡及び報告を求めることができる



原子力安全協定の内容[９/９]

・丁は環境監視委員会が行った放射線監視計画、評価、検討、調査結果を
尊重すること

◆監視委員会の意向の尊重（第１８条）

◆諸調査への協力（第１９条）
・丁は甲・乙・丙が行う安全確保対策についての諸調査に協力すること
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◆細則（第２０条）

◆協議（第２１条）

・施行に必要な細目は甲・乙・丙及び丁が協議のうえ定める

・本協定を変更若しくは疑義が生じたとき、又は本協定に定めのない事項
は、甲・乙・丙及び丁が協議して定める



安全を確保するために必要な通報連絡等に関し、関係
市町村（甲）と原子力事業所（乙）との間で茨城県の
立会いのもとに通報連絡協定を締結（平成９年８月）

通報連絡協定

目的

・甲：水戸市、常陸大宮市、大洗町、城里町
・乙：原電（東海発電所、東海第二発電所）
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・安全協定上の事故、故障等の連絡と同じ

内容

乙 原電（東海発電所、東海第二発電所）

・安全協定上の事故、故障等の連絡と同じ
（安全協定第１７条＝異常時の連絡、連絡方法、立ち入り調査等）



通報連絡三原則 と 報連相

茨 城 県東 海 村
隣接市町村

日立市 ・ ひたちなか市

常陸太田市 ・ 那珂市

隣々接市町村

水戸市 ・ 常陸大宮市
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東海・東海第二発電所

大洗町 ・ 城里町

その他 関係機関

県央懇話会、ＵＰＺ

各室・グループ・センター

報連相（報告・連絡・相談）

通報連絡三原則
1.徴候を確認した時点で速やかに通報連絡

2.要否の判断に迷ったときは必ず連絡

3.情報収集に時間を要する場合には、 まず一報

迅速かつ円滑に通報連絡


